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第 53 回日本放射線技術学会秋季学術大会「第 32 回標準化フォーラム」開催日：2025年 10月 18日（土）14 : 10～15 : 10

会 場： 札幌コンベンションセンター 

第 9会場会議室 206

施設間画像情報連携の最前線

	 司会	 東北大学 　坂本　博
	 国立がん研究センター東病院 　村松禎久

1. 巻頭言
東北大学 坂本　博

2. 画像情報連携の現実的な運用と今後への期待
大阪国際がんセンター 川眞田実

3. 厚生労働省標準規格「トークンを用いたクラウド型情報交換技術仕様」の紹介
一般社団法人医療情報標準化推進協議会 関　昌佳

4. 中核病院における画像連携業務の複雑化
豊橋市民病院 原瀬正敏

　　

1.　巻頭言
坂本 博
東北大学

医用画像の施設間連携は，フィルムレス化の急速な
進展に伴い，従来のアナログフィルムによる受け渡し
から，電磁的記録媒体およびネットワークを介したデ
ジタル画像交換へと大きく転換した．この移行期にお
いては，IHE-Jによる統合プロファイル portable data for 

imaging（PDI）を基盤とした標準化が推進され，関連団
体から「患者に渡す医用画像媒体についての合意事項」
が策定・公開された．これは，医用画像媒体の作成・
提供に関する国内統一的な運用基準を示すものであり，
当時の医療現場における重要な指針となった．
その後，記録媒体の主流が CDから DVDへと移行

し，医用画像連携の概念がより体系化されたことを受
け，平成 28年には「患者紹介等に付随する医用画像に
ついての合意事項」へと改訂が行われた．この改訂は，
単なるメディア対応の更新にとどまらず，医用画像交
換の基本原則，提供責任，品質保証，互換性確保と
いった運用上の根幹を明確化するものとなった．

近年では，地域医療連携の深化に伴い，医用画像交換
は物理媒体中心の運用から，ネットワークを介したオン
ライン連携へと急速にシフトしている．こうしたオンラ
イン化の進展に伴い，情報セキュリティおよび真正性の
確保がより重要となり，「HS043トークンを用いたクラ
ウド型情報交換技術仕様」が厚生労働省標準となった．
同仕様は，医療機関間の画像・文書交換におけるアクセ
ス制御，トレーサビリティ，暗号化通信などの安全性要
件を体系的に規定するものであり，今後の医用画像連携
の基盤技術として位置づけられるだろう．
本企画では，この HS043の技術的背景および運用上
の要点を解説するとともに，近年顕在化してきた医療
機関側の実務的課題，ならびに医用画像そのものに関
する新たな問題点（AI等）について共有する．医療機
関の現場運用に即した課題抽出を行い，持続可能かつ
相互運用性の高い医用画像連携を実現するための新た
な合意事項策定へとつながる議論を深めていく．

　　

2.　画像情報連携の現実的な運用と今後への期待
川眞田実

大阪国際がんセンター

はじめに
施設間における医用画像の連携は，がん診療や救急
医療等の専門的診療において重要な情報共有手段であ

り，診療の質を担保するために欠かすことができない
と考える．特に，他施設で撮影された画像を迅速かつ
確実に参照できることは，診断や治療方針の決定，重
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複検査の回避，診療の継続性の確保に直結している．
こうした意味で，医用画像情報連携は診療の質を左右
する重要な基盤である．
現在も施設間画像連携では，CDや DVDなどの可搬
型媒体を用いた受け渡しが主流である．しかし近年，
画像データの大容量化，地域医療連携の高度化，クラ
ウド技術やネットワークインフラの進展，さらに医療
DXの推進といった社会的環境の変化により，可搬型媒
体を前提とした運用は，再検討が必要な段階に入って
いる．可搬型媒体そのものには一定の役割があったも
のの，出力作業や取込み作業に時間と人手を要し，診
察待ち時間や業務負担にも影響を及ぼしている．物理
媒体の利用を継続すること自体が，医療提供体制の効
率化や持続可能性の観点から課題となりつつある．
また，医療 DX令和ビジョン 2030のもとで，診療情

報の標準化と共有を支える全国的な基盤整備が進めら
れている．その中核の一つである電子カルテ共有サー
ビスでは，3文書 6情報の共有が制度的に整理されつつ
ある一方で，現時点では医用画像は共有対象外である．
診療情報共有が国策として前進する中で，画像情報を
どのように位置づけるかは，避けて通れない論点であ
る．今後は，より効率的で安全な画像連携の実現に向
けて，可搬型媒体に依存しない新たな仕組みと，それ
を支える標準化や制度設計の必要性が高まっている．
本稿では，当院で実際に取り組んだネットワーク型画

像連携の構築事例をもとに，現場で直面した運用上の
課題を整理するとともに，電子カルテ共有サービスにお
ける医用画像の位置づけ，Cloud PDIに期待される役割，
ならびに今後の制度設計や標準化の方向性について述
べる．施設間画像連携の現状と課題を Fig. 1に示す．

1.　可搬型媒体による施設間画像連携の限界
可搬型媒体を用いた画像連携は，PDIの普及ととも

に多くの医療機関において標準的な手段として利用さ
れてきた．しかし，CTの高性能化により thin slice画
像が一般化され，診断や治療計画に必要な画像枚数は
増加した．さらに，心臓カテーテル，超音波，内視鏡
等の動画データや，放射線治療に関連する高精度計画
データの取り扱いも増えており，従来の「大量画像を
同梱しない」「動画像は同梱しない」といった媒体前提
の合意事項との乖離も目立つようになっている．
実際の現場では，媒体の作成，搬送，受領，読込みと

いう工程が介在するため，診療の即時性が担保できてい
ない状態である．紹介先で画像を速やかに参照できない
ことは，診療待ち時間の延長やワークフローの停滞につ
ながる．また，受取り側の施設では媒体の取込み作業や
取込みができない場合の対応が必要であり，人的負担が
発生するケースも少なくない．可搬型媒体は依然として
現実的な手段の一つではあるが，現行の運用のみでは負
担と拡張性の両面から限界であると考えられる．また，
社会環境の変化も無視できない状況で，CD媒体そのもの
の供給や光ディスクドライブの確保が難しくなってきて
いることに加え，医療機関ではサイバーセキュリティ対
策の強化，BCPの整備，クラウド活用の検討が進んでい
る．画像連携だけを従来の媒体運用にとどめるのではな
く，医療情報基盤全体の変化の中で見直す必要がある．

2.　当院におけるネットワーク型画像連携の構築と課題
当院では，隣接する重粒子線治療センターから治療

計画画像の提供を求められる機会が多く，2022年頃か
らネットワーク型画像連携の需要が高まった．特に放

Fig. 1 施設間画像連携の現状と課題
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射線治療では，再照射時の線量評価や，過去の治療計
画画像の確認が重要であり，単なる JPEG画像や静止画
では十分な判断が困難である．実照射データや照射録
等の補足情報も含め，適切な粒度で関連情報を受け渡
す必要があるため，従来の媒体運用では限界があった．
そこで，われわれは従来の PDIの考え方を応用し，イ

ンターネット回線を用いて大容量画像を共有できる仕
組みとして，net PDIを構築した．専用線や閉域網では
なく通常のインターネット回線を利用できることは，導
入の現実性という意味で大きな特徴であったが，構築
過程では複数の課題が明らかになった．最大の障壁は，
費用対効果に対する懸念であり，「既に CD等で運用で
きているのに，なぜ新たなコストをかけてシステムを導
入する必要があるのか」という声は根強かった．また，
通常のインターネットを利用する以上，証明書のインス
トールやアクセス制御など，端末側のセキュリティ対策
が必要となり，連携施設が増えるほど，設定や保守に
要する負担増加することが想定された．つまり，ネット
ワーク型画像連携は，技術的に構築できるかどうかよ
りも，技術的・人的負担をいかに軽減しながら持続可
能な形で運用できるかが本質的な課題である．当院で
構築した net PDIの概要と導入時に明らかとなった主な
課題を Fig. 2に示す．当院での経験は，ネットワーク型
画像連携の有用性を示す一方で，その普及には現場で回
る運用設計が不可欠であることを示している．

3.　 電子カルテ共有サービスにおける医用画像の位置
づけ
医療 DX令和ビジョン 2030では，医療提供体制の効

率化と持続可能性の維持を目的として，全国医療情報プ

ラットフォーム，電子カルテ情報の標準化，診療報酬改
定 DXが柱として示されている．電子カルテ共有サービ
スはその中核を担う仕組みであり，診療情報提供書，退
院時サマリー，健診結果報告書などの文書情報に加え，
傷病名，アレルギー，感染症，検査，処方等の標準化情
報を共有対象として，整備が進められている．地域包括
医療や広域連携など，今後はさまざまな分野の基盤にな
ると考えられる．しかし，現時点では医用画像は共有対
象外とされている．制度設計として段階的な整備を進め
ることには合理性があるものの，実臨床において画像が
果たす役割を考えると，この点は大きな課題である．が
ん診療，救急医療，手術適応の判断，治療効果判定など
では，文書や数値情報だけでは代替できない情報が画像
に含まれている．他院で撮影された画像を迅速かつ確実
に参照できることは，診療の質確保に不可欠である．電
子カルテ共有サービスにおける医用画像の現時点での位
置づけを Fig. 3に示す．

4.　Cloud PDIに期待される役割
このような背景のもと，ネットワーク型画像連携の
標準的手法として注目されているのが Cloud PDIであ
る．Cloud PDIは，IHE-Japanによって技術仕様が策定
され，その後 HELICSに採択され，厚生労働省標準規
格 HS043として位置づけられた．従来の PDIが可搬
型媒体を前提とした画像受け渡しであったのに対し，
Cloud PDIはクラウド環境を介した情報交換を前提とし
ており，可搬型媒体に依存しない安全かつ効率的な情
報共有を可能にする仕組みである．

Cloud PDIでは，送信側が暗号化した画像データをク
ラウド上にアップロードし，受信側はトークンを利用し

Fig. 2 net PDIの概要と導入時の課題



34

日本放射線技術学会雑誌

て必要なデータを取得する．通信経路には標準的な技術
が用いられ，認証・認可の枠組みも整理されている．net 

PDIと Cloud PDIの主な違いを Fig. 4に示す．net PDIと
比較すると，Cloud PDIは規格，通信方式，利用者認証，
トークン受け渡し，データ受け渡しの各点で，より標準
化された仕組みへ発展している．患者が CD/DVDを持参
する必要がなくなるだけでなく，将来的には送受信の自
動化や他システムとの連携にもつながる可能性がある．
Cloud PDIは単なる新技術ではなく，相互運用性を意識
した標準的基盤であることから，制度的・標準的な枠組
みで運用し，その具体的手段としての期待は大きい．

5.　標準化と制度設計に向けた今後の課題
Cloud PDIが標準規格として位置づけられたことだけ
で，現場普及が進むわけではない．普及のためには，

技術仕様に加えて，実運用に即したルール整備が必要
である．特に，「患者紹介等に付随する医用画像の取り
扱いに関する合意事項」は，従来の可搬型媒体を前提
として整理されてきた側面が強く，ネットワーク経由
やクラウドを介した画像提供を十分に包含していると
は言い難い．今後は Cloud PDIを対象とした，実運用に
即した合意文書の改訂が必要である．
改訂にあたっては，ネットワーク経由で提供する場

合の安全性・セキュリティ要件の明文化が重要になる．
また，技術革新に伴う新たな論点にも対応が必要であ
る．大量画像や動画像の扱い，AI支援画像の位置づけ，
非 DICOM画像が含まれる場合の対応などは，従来の運
用ルールだけでは十分に整理できない．特に，AI支援
画像については責任分界の観点から慎重な扱いが必要
であり，提供する場合には明示的な識別が求められる．

Fig. 3 電子カルテ共有サービスにおける医用画像の位置づけ

Fig. 4 net PDIと Cloud PDIの比較
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医療情報学会では合意事項の改定に向けた課題研
究班が立ち上がっており，学会・標準化団体・ベン
ダー・医療現場が連携しながら議論を進める基盤が整
いつつある．画像連携を診療情報共有基盤全体の中で
どう位置づけるかという制度設計の視点と，現場で無
理なく運用できるかという実務の視点を両立させるこ
とが重要である．

おわりに
施設間画像連携は，診療の継続性と質を支える重要

な基盤である．しかし，可搬型媒体のみによる運用に
は，時間的・人的負担と拡張性の限界が見えつつある．
画像データの大容量化，医療 DXの進展，サイバーセ
キュリティ対策の強化といった現在の状況を踏まえる
と，可搬型媒体に依存しない新たな連携手段への転換
は考慮せざるをえない．今後は，関連学会や団体と連
携し，現場の実情を踏まえた実効性ある標準化を進め
ていく必要がある．本稿が，ネットワーク型画像連携
のあり方を再考し，その普及と制度設計を前進させる
ための一助となることを期待したい．

　　

3.　厚生労働省標準規格「トークンを用いたクラウド型
情報交換技術仕様」の紹介

関 昌佳
一般社団法人医療情報標準化推進協議会

1.　医療情報標準化推進協議会について
一般社団法人医療情報標準化協議会（HELICS協議会）

は，わが国における医療情報標準化を推進する専門団体
であり，わが国に必要な医療情報標準を HELICS標準化
指針（HELICS指針）として定め，その普及推進をはかる
活動を行っている．なお，厚生労働省標準規格の制定に
際しては，「標準に関する関係者合意を形成しうる団体」
として HELICS協議会が選定されており，HELICS指針
として定められた標準を推薦することで，厚生労働省の
保健医療情報標準化会議において審議が行われる．

2.　厚生労働省標準規格
厚生労働省は，保健医療分野の適切な情報化を進める

ことを目的に，厚生労働省標準規格を制定し，その採用
を促進している．厚生労働省の保健医療情報標準化会議
では，標準規格のあり方について議論が行われた．その
過程で，地域医療連携（地域医療情報連携）の円滑な推
進や，膨大な人的・経済的負担の低減，保健医療分野の
適切な情報化に資することを目的に，医療機関等に対し
て，厚生労働省標準規格の採用を促すという方針が確認
された．本施策は，この方針に基づき，制定された．

HELICS協議会では，2025年 10月現在，31の規格を
HELICS指針として採択しており，その中の 30規格が
厚生労働省標準規格として認定されている．Table 1に
HELICS指針と厚生労働省標準規格の対応表を示す．

3.　 HS043トークンを用いたクラウド型情報交換技
術仕様

「HS043トークンを用いたクラウド型情報交換技術仕
様（Cloud-PDI）」は，2024年 10月に HELICS指針として

採択され，2025年 1月に厚生労働省標準規格として認
定されている．
「HS009可搬型医用画像（PDI）およびその運用指針」
は，物理媒体を用いて画像情報等の情報連携手段とし
て多数の施設で利用されている．しかし，昨今では施
設間情報連携がネットワークを介した方式に移行しつ
つある．そのため，現状の情報連携方式に沿った形式
である「Cloud-PDI」が考案された．

Cloud-PDIは，大容量の画像等を含む医療情報を，イ
ンターネットで他施設に提供するサービスのための技
術仕様で，患者紹介・臨床検査などで必要な情報（診
療情報提供書・画像・検査結果・処方［FHIRドキュ
メント含む］など）を送受することが可能である．IHE 

PDIのファイルシステムを受領情報のコンテナとする
ことで，PDIとの互換性を維持している．コンテナ受
領のために必要なトークンは，ISO/TS 22691-2021で定
められた HI-TOKENを採用している．

DICOM画像を送受することを想定し，IHE PDIで定め
るファイル構造を採用しているが，画像情報が必須とい
うことではなく，診療情報提供書などの文書のみ，ある
いはそれと検査結果のみといった運用も可能としている．

Cloud-PDIで定義されている施設間の医療等情報転送
サービス仕様の全体構成図を Fig. 1に示す．院内の他
システムは Other Systemとして定義してあるが，これ
らから各種情報を検索し取得する手段は既存の PDIと
同様に行うことが可能である．
連携する情報は，送信側システムで暗号化されたう
えでリポジトリにアップロードされ，受信側システム
は受領した HI-TOKENに含まれるドキュメント IDとパ
スワードを用いてダウンロードおよび復号を行い，情
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Table 1 HELICS指針と厚生労働省標準規格の対応表（2026年 3月 16日現在）

申請受付番号 提案規格名（［　］内は提出団体名） 状況 申請日 採択日 厚生労働省 
標準規格

HS001
医薬品 HOTコードマスター

採択 2002/3/4 2003/5/23
認定

［（一財）医療情報システム開発センター］ 2010/3/31

HS005
ICD10対応標準病名マスター

採択 2004/6/16 2004/12/28
認定

［（一財）医療情報システム開発センター］ 2010/3/31

HS007
患者診療情報提供書及び電子診療データ提供書 
（患者への情報提供） 採択 2006/3/28 2007/3/16

認定

［日本 HL7協会］ 2010/3/31

HS008
診療情報提供書（電子紹介状）

採択 2007/12/26 2008/9/1
認定

［日本 HL7協会］ 2010/3/31

HS009
IHE統合プロファイル「可搬型医用画像」および 
その運用指針 採択 2008/1/7 2008/12/1

認定

［（一社）日本医療情報学会］ 2010/3/31

HS011 
（HS004から更新）

医療におけるデジタル画像と通信（DICOM）
（「HS004：DICOM規格」からの改訂版） 採択 2009/8/6 2010/1/25

認定

［（一社）日本画像医療システム工業会］ 2010/3/31

HS012 
（HS002から更新）

JAHIS臨床検査データ交換規約（「HS002：JAHIS臨
床検査データ交換規約 Ver.2.0」からの改訂版） 採択 2009/12/7 2010/2/10

認定

［（一社）保健医療福祉情報システム工業会］ 2010/3/31

HS013
標準歯科病名マスター

採択 2009/12/18 2010/9/20
認定

［（一財）医療情報システム開発センター］ 2011/12/21

HS014
臨床検査マスター

採択 2009/12/18 2011/1/31
認定

［（一財）医療情報システム開発センター］ 2011/12/21

HS016
JAHIS放射線データ交換規約

採択 2011/3/8 2011/9/29
認定

［（一社）保健医療福祉情報システム工業会］ 2011/12/21

HS017
HIS，RIS，PACS，モダリティ間予約，会計， 
照射録情報連携指針（JJ1017指針） 採択 2011/4/19 2011/12/16

認定

［（公社）日本放射線技術学会］ 2012/3/23

HS022
JAHIS処方データ交換規約

採択 2013/10/9 2014/12/16
認定

［（一社）保健医療福祉情報システム工業会］ 2016/3/28

HS024
看護実践用語標準マスター

採択 2014/11/4 2016/2/12
認定

［（一財）医療情報システム開発センター］ 2016/3/28

HS026
SS-MIX2ストレージ仕様書および構築ガイドライン

採択 2015/9/14 2016/2/19
認定

［（一社）日本医療情報学会］ 2016/3/28

HS027
処方・注射オーダ標準用法規格

採択 2016/3/18 2016/9/9
認定

［（一社）日本医療情報学会］ 2018/5/21

HS028 
（HS010から更新）

ISO 22077-1:2022保健医療情報 
—医用波形フォーマット—パート 1：基本規格 採択 2016/3/31 2016/4/13

認定

［（一財）医療情報システム開発センター］ 2010/3/31

HS029
患者状態アウトカム用語集ベーシックアウトカム 
マスター 採択 2016/11/14 2019/1/22 未定
［日本クリニカルパス学会，日本医療情報学会推薦］

HS030
データ入力用書式取得・提出に関する仕様（RFD）

採択
初出 2018/06/18

2019/5/9
認定

［日本 IHE協会］ 改訂 2019/01/08 2019/10/16

（つづく）
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報を取得することになる．パスワードは HI-TOKENに
よってのみ保持伝達され，リポジトリには知らされな
いことで秘匿性を担保している．

4.　「可搬型医用画像およびその運用指針」について
「HS009可搬型医用画像（PDI）およびその運用指針」
は，DICOMファイル形式である画像関連情報を，CD

などの可搬型媒体で受け渡しするためのアクタおよ

びトランザクションを規定している．可搬型媒体に
保管されるべき構造として，個々の DICOM画像ファ
イルや，それらの内容を示すディレクトリ情報である
DICOMDIRなどが定義されている（Fig. 2）．

PDIでは，DICOM画像を Rootディレクトリに配置し，
その内容情報として DICOMDIRファイルを作成する．
また，HL7形式の検査結果や処方内容，HL7CDA形式の
紹介状等は other filesディレクトリに格納することが可

HS031（HS023, 
HS025から更新）

地域医療連携における情報連携基盤技術仕様
（「HS023, HS025：地域医療連携における 
情報連携基盤技術仕様」からの改訂版） 採択 2016/12/6 2017/2/10

認定

［（一社）日本 IHE協会］
2016/3/28

HS032
HL7 CDAに基づく退院時サマリー規約

採択 2018/1/8 2019/6/20
認定

［日本 HL7協会］ 2019/10/16

HS033
標準歯式コード仕様

採択 2018/3/22 2018/10/2
認定

［（一財）医療情報システム開発センター］ 2019/10/16

HS034
口腔診査情報標準コード仕様

採択 2018/12/12 2019/12/19
認定

［（公社）日本歯科医師会，（一財）医療情報システム
開発センター推薦］ 2021/3/26

HS035
医療放射線被ばく管理統合プロファイル

採択 2019/5/30 2020/5/7
認定

［日本 IHE協会］ 2021/3/26

HS036
処方情報 HL7 FHIR記述仕様

採択 2021/9/21 2022/2/28
認定

［日本医療情報学会］ 2022/3/24

HS037
健康診断結果報告書 HL7 FHIR記述仕様

採択 2021/9/21 2022/2/28
認定

［日本医療情報学会］ 2022/3/24

HS038
診療情報提供書 HL7 FHIR記述仕様

採択 2021/10/10 2022/2/28
認定

［日本 HL7協会，日本医療情報学会］ 2022/3/24

HS039
退院時サマリー HL7 FHIR記述仕様

採択 2021/10/10 2022/2/28
認定

［日本 HL7協会，日本医療情報学会］ 2022/3/24

HS040

「製造業者／サービス事業者による医療情報セキュ
リティ開示書」ガイド

採択 2021/10/25 2022/9/2
認定

［日本画像医療システム工業会，保健医療福祉情報
システム工業会］ 2025/1/29

HS041
透析情報標準 HL7 FHIR記述仕様

採択 2023/12/27 2024/8/30
認定

［日本透析医学会］ 2025/1/29

HS042
個別医薬品コード（YJコード）リスト

採択 2024/2/5 2024/8/30
認定

［医薬品情報標準化推進協議会，（一社）くすりの適
正使用協議会］ 2025/1/29

HS043
トークンを用いたクラウド型情報交換技術仕様 採択 2022/5/26 2024/10/29

認定
［日本 IHE協会］ 2025/1/29

HS044
医療製品のための GS1識別コード（GTIN）

採択 2024/5/21 2025/11/4 未定—データ仕様ならびにその管理—
［流通システム開発センター］

Table 1 つづき

申請受付番号 提案規格名（［　］内は提出団体名） 状況 申請日 採択日 厚生労働省 
標準規格
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能である．
PDIでは，画像のみの媒体と紹介状などの別媒体など

のように分けることは，患者取り違えの問題もあり，推
奨されていない．このような適切な取り扱い方法を補足
するため，運用指針が別途作成され公開されている．

5.　PDIと Cloud-PDI
Cloud-PDIでは，従来の CD・DVDを使った運用であ
る PDI方式の院内の業務フローからほとんど変更なく
適用が可能である．これら運用上の違いとしては，PDI

では患者本人が CD・DVDを連携先施設に持ち運んで
いたが，cloud-PDIでは，患者本人が持ち運ぶのはトー

クン（HI-TOKEN）である．その違いを Fig. 3で示す．
Cloud-PDIでは，交換する医療情報をリポジトリに一
時格納するが，トークン（HI-TOKEN）を使用すること
でリポジトリの中からデータを一意に特定できるため，
検索が不要であることも特長として挙げられる．

HI-TOKENとは，前述したように ISO/TS 22691-2021

で定められた TOKENの形式のことで，紙に印刷，QR

コードでの提示，JSONデータとして提示のように，媒
体形式を問わない．

Fig. 1 Cloud-PDI施設間の医療等情報転送サービス仕様の全体構成図

Fig. 2 PDIのディレクトリ構造規約



39

Vol. 82 No. 6 Jun 2026

6.　 Cloud-PDIの機能（アクタ）と通信（トランザク
ション）

Cloud-PDIで定義されているアクタ一覧を Table 2に
示す．主要な機能（アクタ）を以下に解説する：
・Repository：提供するデータを一時的に保管する FHIR

サーバのことである．Uploaderから送られる cloudPDI 

FHIRリソースを受信して保存する．また，Downloader

の求めに応じて cloudPDI FHIRリソースを返信する．
・Uploader：PDI形式データセットとアウトラインを

Exporterから受け取り，HI-TOKENの生成と，受け
取った PDI形式データセットとアウトラインを暗号
化して Repositoryに提出する機能．

・Downloader：HI-TOKENを読み取り，取り出したド
キュメント IDおよびパスワードを使って Repository

から交換データを取得する
Cloud-PDIの送信時ワークフローを Fig. 4にて例示す
る．Repositoryにデータをアップロードする通信（ト
ランザクション）は，Upload Data［cloudPDI-4］であり，
通信メッセージに含まれるデータ内容は，cloudPDI

データセットとアウトラインである．
これらを HL7 FHIRとして表現するために，Document 

Bundleを生成し送信を行っている．また，上記の二つ
のデータ内容は暗号化されているため，セキュリティ
上の配慮がなされている．

7.　 「Cloud-PDI」のセキュリティとプライバシーにつ
いて
その他のセキュリティに関する考慮事項として，シ
ステム利用者の認証，通信の認証（ノード認証），なら
びに通信路の安全性担保を必要としており，『医療情報
システムの安全管理に関するガイドライン 第 6.0版』
の「システム運用編 13．ネットワークに関する安全管
理措置［I, III］」に従って，保護が確保された通信路を
利用することを強く推奨している．
また，プライバシーに関する考慮事項は，患者の同

意を得たうえでデータのアップロードおよび HI-TOKEN

の生成を行う必要がある．また，HI-TOKENには復号の
ためのパスワード等を含む機密情報が保持されている
ため，トークンの内容が意図せず暴露されることを避
ける必要がある．特に患者に対して，トークンの内容
を秘密に保つよう説明が必須であろうと思われる．
上記のように必要な考慮事項が存在するが，これら
の事項を技術的に制限，規格の仕様上で制限するには
限界がある．そのため，運用・利用に関するガイドラ
インや運営ポリシーなどを制定する必要があるだろう．

結 語
画像等の大容量データを交換する際に，従来から標
準的に使用されている PDIフォーマットを元データと
して送信するため，既存システムとの互換性が高い．
Cloud-PDIは，従来の PDI方式である CD・DVDを使っ
た運用との併用が可能で，院内の業務フローもほとん

Fig. 3 PDIと Cloud-PDIの違い
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Table 2 Cloud-PDIのアクタとトランザクション一覧

Actors Transactions Initiator or 
Responder Optionality Reference

Sender Other System Query & Retrieve for Data [cloudPDI-1] Responder R 7.3.1

Exporter
Query & Retrieve for Data [cloudPDI-1] Initiator R 7.3.1
Feed Data to Uploader [cloudPDI-2] Initiator R 7.3.2

Uploader

Feed Data to Uploader[cloudPDI-2] Responder R 7.3.2
Convey HI-TOKEN [cloudPDI-5] Initiator R 7.3.5
Get Access Token [cloudPDI-3] Initiator R 7.3.3
Upload Data [cloudPDI-4] Initiator R 7.3.4

Repository
Upload Data [cloudPDI-4] Responder R 7.3.4
Download Data [cloudPDI-6] Responder R 7.3.6

Downloader

Convey HI-TOKEN [cloudPDI-5] Responder R 7.3.5
Get Access Token [cloudPDI-3] Initiator R 7.3.3
Download Data [cloudPDI-6] Initiator R 7.3.6
Feed Data to Importer [cloudPDI-7] Initiator O 7.3.7

Importer
Feed Data to Importer [cloudPDI-7] Responder R 7.3.7
Store Data [cloudPDI-8] Initiator R 7.3.8

Recipient Other System Store Data [cloudPDI-8] Responder R 7.3.8

Integrated Exporter/Uploader

Query & Retrieve for Data [cloudPDI-1] Initiator R 7.3.1
Convey HI-TOKEN [cloudPDI-5] Initiator R 7.3.5
Get Access Token [cloudPDI-3] Initiator R 7.3.3
Upload Data [cloudPDI-4] Responder R 7.3.4

Integrated Importer/Downloader

Convey HI-TOKEN [cloudPDI-5] Responder R 7.3.5
Get Access Token [cloudPDI-3] Initiator R 7.3.3
Download Data [cloudPDI-6] Initiator R 7.3.6
Store Data [cloudPDI-8] Initiator O 7.3.8

Authorization Server Get Access Token [cloudPDI-3] Responder R 7.3.3

Fig. 4 Cloud-PDIの送信時ワークフロー
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ど変更の必要がない点が利点として挙げられる．本仕
様が，医療施設間情報連携方式の選択肢の一つに挙げ
られることを期待している．

また，本仕様以外にも本協議会で定めた多くの指針
が厚労省標準規格となっている．これらが医療情報分
野における標準化に寄与できることを願っている．

　　

4.　中核病院における画像連携業務の複雑化
原瀬正敏

豊橋市民病院

はじめに
医療画像の施設間連携は，地域医療における「情報
の架け橋」であり，診療の質向上と重複検査の抑制に
おいて不可欠なインフラとなっている．かつてフィル
ムで行われていた画像提供は，DICOM規格の普及と
ともに CDや DVDといった可搬媒体（portable data for 

imaging: PDI）へと移行し，現在はクラウド技術や専用
ネットワークを用いたオンライン画像連携へと，さら
なる進化を遂げようとしている．
しかし，現場の実情を俯瞰すると，オンライン化へ
の移行は決して平坦な道ではない．AI画像診断支援技
術の台頭と，画像データの爆発的な大容量化によって，
中核病院は地域医療連携の中核として先端技術の導入
を進める一方，旧来の運用を維持せざるをえない連携
医療機関との間で板挟みの状況にある．本稿では，画
像連携業務が複雑化している背景について，当院の事
例を交えて課題について整理する．

1.　画像連携業務を複雑化させる新たな要因
1-1　AI画像診断支援システムの普及と「情報の責任」
近年，医師の読影を補助するプログラム医療機器

（software as a medical device: SaMD）としての AI技術が
急速に普及している．当院でも胸部 X線画像解析 AI

を導入し，結節や浸潤影の検出，心胸郭比の自動計測
などを日常診療に活用している．

AIが原画像の上にオーバーレイするサークルやヒー
トマップは，あくまで「読影医への示唆」であり，確
定診断ではない．しかし，これが適切な説明なく連携
先の医療機関へ提供されると，受領側の医師や患者が
「AIの指摘=  確定した病変」と過度に捉えてしまうリス
クがある．特に，AI特有の偽陽性が含まれる場合，不
要な追加検査や患者不安につながる可能性がある．
当院が調査した 4社の AI解析ソフトウェア比較で

は，感度や偽陽性率に差異が認められた（Fig. 1）．ある
ソフトでは 90%以上の感度を誇る一方，別のソフトで
は 30%近い偽陽性率を示す．実際に，正常な肋骨影を
結節と誤認した AI支援画像を受領側の医師が過度に信
頼してしまい，患者に不要な精密検査を強いてしまっ
た事例も発生している．
現在の DICOM規格では，支援画像が「医師の診断を

経た確定情報」なのか，単なる「ソフトウェアの解析結
果」なのかを判別する運用が標準化されていない．この
「情報の解釈責任」の所在が不明確なまま画像共有が行
われることが，運用の複雑化を招く第一の要因である．
当院では暫定措置として，画像 CD作成装置におい
て DICOMタグ（0008,0070）の「Manufacturer（製造者名）」
を参照し，特定の AIベンダー名が記載されているシ
リーズ画像の書き込みを自動除外する設定を独自に構
築した．AI支援画像であることをオーバーレイで示す
方法も検討したが，受領側への説明が伴わない限り混

Fig. 1 胸部 X線画像診断支援 AI解析ソフトウェア性能比較
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乱を解消できないと判断し断念した経緯がある．

1-2　読影スタイルの変遷とデータ増大の必然性
CTや MRIの技術革新に伴い，1検査あたりの画像枚
数の著しい増加が問題となっている．かつて CT検査
は 5～10 mm程度のスライス厚で読影されるのが一般
的であったが，現在は 1～5 mm程度のシンスライス画
像による読影が標準となり，MPR画像や 3D構築を組
み合わせた診断が行われている．PACSにはシンスライ
スデータのみが保存されるようになっており，データ
量の増大は「読影の精密化」という臨床的必然の結果で
もある．
「患者紹介等に付随する医用画像についての合意事
項」1）の指針には「シンスライスデータやボリュームデー
タ等の大量画像を同梱しないこと」と明記されているが，
この指針は媒体作成の負荷や受領側のシステム容量を考
慮したものであり，現在の臨床運用との乖離がみられる．
当院の CT1件あたりの可搬型媒体作成時間は，2017

年の平均 12分から 2024年には平均 20分へと約 1.7倍
に延長している（Fig. 2）．枚数増加を抑制するため CD

から DVDへ切り替えたが，今度は受領側での取り込み
に要する時間増加という新たな問題を生じさせた．

2.　 オンライン画像連携（netPDI）への期待と「運用
のパラドックス」
大容量化したデータを効率的に共有する手段として
クラウド技術を用いたオンライン画像連携（netPDI）2）

が注目されているが，そこには新たな障壁が存在する．
オンライン連携システムを導入した場合，提供側には

システム運用管理・ダウンロード期限の監視・施設ごと
のアクセス権限設定・受信確認作業など，媒体作成と
は異なる業務が発生する．電子カルテ端末と外部ネット
ワークが分離されている環境では，専用端末へデータを

移動させる手作業も生じ，工程が増えるケースも少なく
ない．さらに，オフライン・オンライン双方の運用コス
トを並行して負担しなければならず，「効率化を目的と
して導入したシステムが，結果として人的・経済的負担
を増加させる」というパラドックスが生じる．
受領側となる医療機関の多くは，限られたスタッフが多

様な業務を兼務している．オンライン連携を利用するには
「通知メールなどを確認し，セキュアな環境でログインし，
大容量データをダウンロードして PACSに取り込む」とい
う一連の操作習熟の教育が必要となる（Fig. 3）．
当院の調査では，近隣施設の多くが「CDをドライブ
に入れれば自動で画像が開く」という簡便な運用を支
持しており，オンライン化による操作フローの変化が
負担増と捉えられていることが明らかになった．「画
像取り込みの時間短縮は希望するが，作業手順が大き
く変わることは望まない」「診療報酬上のメリットがあ
れば対応を検討する」といった意見が多く，提供側・
受領側双方に大きなメリットが見えないまま，当院の
netPDI導入はいったん断念せざるを得なかった．

3.　オンライン化を後押しする社会的動向
停滞感のあるオンライン化であるが，診療報酬改定
がその潮目を大きく変えつつある．2022年度改定では，
従来の「超急性期脳卒中加算」に「脳卒中診療における
遠隔医療（Telestroke）ガイドライン」に沿ったオンライ
ン画像連携・参照が必須要件となった 3）．さらに 2024

年度改定で新設された「脳血栓回収療法連携加算」4）は，
急性期脳梗塞において基幹病院と連携病院が ICTを用
いて画像情報を共有し，迅速な治療方針の決定を行う
ことを評価するものであり，オンライン化を一層強力
に後押しするものである．
救急医療の現場においては，オンラインによる画像
連携のスピードは代替不可能な価値を持つ．これまで

Fig. 2 当院の CT1件あたりの可搬型媒体作成時間の変化
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「コストと手間」を理由に二の足を踏んでいたオンライ
ン画像連携の導入に対し，国が明確なインセンティブ
を付与したことは，技術導入の強力な追い風となって
いる．
この「救急における成功体験」は，やがて日常的な画
像連携へと波及することが期待される．しかし，救急
という特殊なケースに限らず，あらゆる診療科・施設
が参加できる汎用的な標準規格の整備なしに，拡大は
望めないと考える．

4.　学会および業界団体に期待される「標準化」の役割
AI画像の登場に加え，オフラインとオンラインの
双方の運用が並存することは画像連携のさらなる複雑
化を招いており，オンライン化を進めるには個別施設
の努力だけでは限界と考える．日本放射線技術学会
（JSRT）や日本画像医療システム工業会（JIRA）をはじ
めとする各団体が連携し，以下の 2点における標準化
を推進すべきである．
（1）　AI画像の識別情報の標準化と運用方針の明確化

AIが生成した画像であることを示す DICOMタグの
運用指針を明確化し，国内外のベンダーへの実装を促
す必要がある．あるいは「画像連携において AI画像
は提供しない」という方針を業界として明確化するか，
一定の方向性を整理する必要がある．また，読影レ
ポートと AIの指摘が食い違った際の解釈の優先順位な
ど，現場が判断に迷わないための共通ルールの整備も

求められる．
（2）　オンライン連携プロトコルの統一と運用基準の整備
現在，netPDIシステムはベンダーごとに仕様が異な
り，受領側は連携先ごとに異なる操作方法を習得しな
ければならない．ブラウザベースの共通 UIの提供や，
共通 APIを用いた自施設の取込装置への自動受信と
いった技術的な標準化を推進することが，受領側の運
用上の負担感を下げる鍵となる．あわせて，オンライ
ン画像連携における個人情報保護の具体的な手順につ
いても，施設規模や診療科を問わず参照できる統一ガ
イドラインの策定と周知が不可欠である．

おわりに
中核病院における画像連携業務の複雑化は，AI技術
による画像の高度化と，クラウドを活用した媒体レス
の高速な画像共有という新技術の登場が，従来の運用
と交錯する中で生じた「成長痛」とも言える．
オンライン化への完全移行にはなお相応の時間を要
するが，診療報酬による政策的な後押しとクラウド技
術の成熟により，その歩みは確実に加速している．今
後は，技術を「標準化」という枠組みで制御し，再びシ
ンプルで信頼性の高いものへと作り変えていかなけれ
ばならない．本稿で共有した現場の実情が，学会や関
連団体が連携して効率的な地域医療画像連携の未来を
築くための標準化議論の一助となれば幸いである．
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